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本資料で全てを
お伝えするのは
難しいため、当
補助金の詳細に
ついては、こち
らへお問い合わ
せ下さい。
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本日お伝えしたいこと
１．平成30年度創業支援事業者補助金

２．誰が使えるのか

３．何に使えるのか

４．過去に認められなった経費の例

５．創業支援事業者補助金活用事業者の事例
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産業競争力強化法の法律認定を受けた市区町村創業支援（等）事業計画（以下、「創
業支援事業計画」という）に基づき、市区町村と連携して創業を支援する事業を実施
する者（以下、「創業支援事業者」という）が行う創業支援事業のうち、「特定創業
支援事業」と「創業機運醸成事業」について活用可能な補助金（審査有）。尚、産業競
争力強化法は、今年度改正予定であり、創業希望者の掘り起こしを目的に「創業機運醸成事
業」が計画内に位置付けることができ、計画名称が創業支援等事業計画となる。また、既存
計画は計画実施期間のまま新計画として扱われる。

１．平成30年度創業支援事業者補助金
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出典：産業競争力強化法における 市区町村による創業支援のガイドライン/中小企業庁 創業・新事業促進課・総務省 地域政策課



補助率 補助対象経費の3分の2以内

補助事業
期間

平成30年7月上旬以降 ～ 平成30年12月31日まで
(改正法施行日以降が補助金交付決定日予定）

補助金額 1,000万円以内（下限額50万円）

補助対象
事業

「特定創業支援事業」と「創業機運醸成事業」

補助対象
経費

・人件費（「創業支援事業計画」の始期以降の雇用した者に限る）
・謝金
・旅費
・備品・設備等費（レンタル・リースに限る）
・会場・事務所賃借料（主に創業支援対象者が利用するスペースに限る）
・広報費
・外注費
・委託費

※補助対象外の経費
不動産取得費、内装工事費、電話代等の通信費、光熱水費など
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２．誰が使えるのか
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出典：産業競争力強化法における 市区町村による創業支援のガイドライン/中小企業庁 創業・新事業促進課・総務省 地域政策課

市区町村の創業支援事業計画の別表２若しくは３に位置づけられた赤丸
で囲われた創業支援事業者が補助金を活用することが可能です。

＜○○市創業支援計画全体像＞
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２．誰が使えるのか
以下の２つをいずれも満たす事業者が申請可能。

①市区町村の創業支援事業計画の別表２、3のいずれか又は両方に
記載されている事業者

②「特定創業支援事業」、「創業機運醸成事業」のいずれか又は
両方を行う事業者

但し、申請や補助対象経費には、以下の点に注意が必要。

※１つの市区町村の創業支援事業計画からは、 １法人ずつの申請
しか出来ず、複数の事業者が申請したい場合、 事業者の中で代表
者を決め、代表者が取りまとめて申請する。

※補助対象費用は、代表者が他の複数事業者と委託契約し、全て
の事業者の補助対象経費を「委託費」として補助事業期間内に全
額立て替える必要がある。
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３．何に使えるのか
人件費：市区町村創業支援事業計画の始期以降に雇用した者

謝 金：セミナー講師、相談対応専門家、講演者等

旅 費：講師、専門家、講師事前打合せの為の職員旅費等

設備費：創業支援対象者が利用する為に必要なリースレンタル備品

会場・事務所賃借料：コワーキングスペースやインキュベーション

施設の事務スペース以外、セミナー等の会場借料等

広報費：チラシ・ポスター・看板代、折込料、新聞掲載費、フェイ

スブック広告費用、のぼり代等

委託費：複数事業者での申請の場合、代表者以外の事業者の利用す

る事業費
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４．過去に認められなった経費の例
・計画を立てた当該市区町村の施設等に対する利用料

・補助事業者が主催者であることが分からない広報物

・別表２以外の創業支援メニューやＣＭが掲載されている広報物

・別表２の事業で必要な経路を逸脱している交通費

・クラスＪ料金等対象外経費が明示されていないツアー料金

・領収書及び搭乗半券のない航空料金

・一日のうち別表２の事業以外に従事した人件費

・汎用性が高く補助事業のみで使用することが説明できない設備

・補助期間内に支払完了しないクレジットカード等での支払い分

・補助事業者の役職員等に支払う謝金
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５．当補助金活用事業者の事例

①宇都宮市

～女性民間事業者による女性のための創業サポートと
民間事業者による起業留学とセミナー～

活用補助金費目：人件費・謝金・旅費・会場借料・広
報費

②米子市

～商工会議所が企画し、行う地域の創業機運の醸成～

活用補助金費目：会場借料・広報費・外注費
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５．当補助金活用事業者の事例①宇都宮市
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㊝ポイント
・女性の為の創業相談は、女性の専門家がきめ細やか
に対応する仕組みで、女性特有の社会的立場にも配慮
しながら、相談を行っている。
・女性専用時間貸可能なインキュベーションは、昼間
の時間帯で自分の得意を生かしたプチ起業が行えるよ
う、子供の遊び場なども完備した様々な業態が利用可
能な場の提供を行っている。
・起業留学は、ソーシャルビジネスのアイデアを持っ
たシード期の対象者を既創業者との対話と事業現場を
通じて、起業イメージを鮮明化し、具体的行動を起こ
し加速させる取り組みで、実践的短期インターンシッ
プ。起業家精神を養うユニークな取り組み。

補助事業者が『語る』
・いきさつ
女性の立場を理解した創業支援や施設が無く
労働意欲があるにも関わらず就職に結びつかない女性達
に起業という選択肢を提供する必要があると考えた。
・メリット
主婦が家族の理解を得られやすい環境。
タイムシェアなので開業資金が少額ですみ、チャレンジ
しやすい。
・デメリット
タイムシェアにつき、専用の個室が無い。
・今後に向けて
専用の個室を提供できるよう施設の拡大。

支援成果
・①過去に仕事を持っていながら、子育てや結婚を機
に、一度社会から離れた女性をターゲットに、無理の
ないプチ起業を通じた社会復帰への架け橋となってい
る。
・②ワークライフバランスを考慮しながら実際の社長
業を肌で感じることで、創業可能かどうかの最終試験
を行えており、より継続可能な創業者の輩出に一役
買っている。
・H28年度は、女性の為の創業相談者57人、女性専
用インキュベーション利用者10人、起業留学利用者5
人となっており、創業を目指し継続的に支援を行って
いる（28.12現在）。

創業支援者プロフィール

・栃木県宇都宮市（52 万人）
・①スリーアクト

②とちぎユース
サポーターズネットワーク

・①女性の為の創業相談窓口、
女性専用インキュベーション
②ソーシャルビジネスフォーラム、セミナー、
起業留学
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創業支援者プロフィール

・鳥取県米子市（１５万人）
・米子商工会議所
・小・中・高校生に対し、

創業セミナーを実施。

㊝ポイント
・商工業者対象の会員組織でありながら、長い目で見
た創業機運の醸成に目を向け、将来の地域の為に小学
生から創業のための事業計画作成から融資の獲得、製
造・販売等企業の仕組みに触れさせる取組みは非常に
ユニーク。従来検定業務以外接点のなかった教育機関
との関係も深まり、小・中・高でのモデル的起業家教
育の効果も得ている。
・学生が立てたビジネスプランのブラッシュアップサ
ポートについては商工会議所の経営指導員や中小企業
診断士が、実際の融資は日本政策金融公庫や信用保証
協会の担当者が面接等を行うなど、学生向けではある
が実態の商いの流れに近付けたカリキュラムとなって
いる。
・Ｈ２９年度は取組み３年目となり、次年度開催され
る「大山（だいせん）開山１３００年祭」をテーマに、
学生向けセミナーで開発した商品案を商工会議所の会
員企業と協力して商品化することも視野に入れ実施す
る予定。

補助事業者が『語る』
・いきさつ
若年層から創業の基礎知識を習得することで創業マインド
を高め、将来「創業」という選択肢があるということを認
識して頂くため実施。
・期待
地元での創業マインドが高まれば、将来有望な若年者の県
外流出が防げる。また、地元企業が増加することにより、
雇用の場の選択肢も広がる。更に円滑な親族内の事業承継
の一助にもなる。
・課題
教育機関との連携や意思疎通（創業自体に関心がない学校
機関もあり）
・今後の取組み
本事業を教育機関でのカリキュラムに取入れ、地域の関連
機関が一体となって継続的に実施できる体制づくりを醸成
していく。

見据える成果
アンケート結果より、小学生に至っては８８％が将
来会社やお店を作ってみたいという結果であった。
また、高校生では５２％と低い数値であったが、中
には決算等数字の計算が得意なので、将来会計関連
の職に就いてみたいなど、自分の特性をわかって頂
く良い機会にもなった。今後も事業を継続し、ジュ
ニア世代創業チャレンジセミナーを受講した子供た
ちが、商工会議所の門をたたき、将来多くの受講者
が地元での創業者となれば、この事業は成功したも
のと考える。

５．当補助金活用事業者の事例②米子市
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参考

・「市区町村別の創業支援事業計画の概要」

（中小企業庁ホームページ）

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/nintei.html

・「創業支援に関する情報」

（中小企業基盤整備機構ホームページ）

http://www.smrj.go.jp/supporter/startup/index.html
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